
 

 

 

 

 

 

 

第１編 

 
（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 

 

 

 

 

 

 
 



Ⅲ-1-5-1 

第５章  燃料管理 

 

（新燃料の運搬） 

第３４条 

機械第三ＧＭは，４号炉の使用済燃料プールにある新燃料を構内用輸送容器に収納する場

合及び構内用輸送容器から取り出す場合には，次の事項を遵守する。 

（１）４号炉の使用済燃料プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用すること。 

（２）使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

２．機械第三ＧＭは，発電所内において，４号炉の使用済燃料プールにある新燃料を運搬

する場合は，次の事項を遵守する。 

（１） 車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２） 法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３） 新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４） 法令に適合する容器に封入すること。 

（５） 容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第３５条 

機械第三ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉，４号炉又は使用済燃料共用プールに新燃料

を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料共用プールに貯蔵する場合は，目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項

を掲示すること。 

（３）使用済燃料プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用

プールにおいては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（４）使用済燃料共用プールにおいて新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 
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（使用済燃料の貯蔵） 

第３６条 

 機械第三ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，

次の事項を遵守する。 

（１）表３６に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール又は使用済燃料

共用プールに貯蔵すること。 

（２）４号炉の使用済燃料プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済

燃料共用プールにおいては天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

 

２．燃料ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，次

の事項を遵守する。 

（１）表３６に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料乾式キャスク仮保管設

備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵する場合には，使用済

燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納されていることを確認する

こと。 

（２）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられ

ていることを確認すること。 

３．機械第三ＧＭは，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用

済燃料を収納する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15 条第 2項第 2 号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入す

ること。 

４．機械第三ＧＭは，使用済燃料共用プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示す

ること。 

５．燃料ＧＭは，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項

を掲示すること。 

 

６．当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料乾式貯蔵容器及び

使用済燃料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを監視するとと

もに，その結果，異常が認められた場合には燃料ＧＭに連絡し，燃料ＧＭは必要な措置を講じ

る。ただし，密封性能及び除熱性能の監視を行うための監視設備が設置されるまでの間は，機

械第三ＧＭは密封性能及び除熱性能が保持されていることを確認するとともに，その結果，異

常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 



Ⅲ-1-5-3 

表３６ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設 

１号炉 

１号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

 

２号炉 

２号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

 

３号炉 

３号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

 

４号炉 
４号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

※１：使用済燃料共用プールには，使用済燃料プールで１９ヶ月以上冷却した燃料を貯蔵

する。 

※２：使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵する使用済燃料乾式貯蔵容器には，使用

済燃料プール又は使用済燃料共用プールで既設については４年以上，増設については

１３年以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全であること

を確認した使用済燃料（８×８燃料，新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニウムラ

イナ燃料）を収納する。ただし，使用済燃料乾式貯蔵容器に収納した燃料を使用済燃

料共用プールに貯蔵した燃料と入れ替える場合は，使用済燃料プール又は使用済燃料

共用プールで１３年以上冷却された燃料を使用済燃料乾式貯蔵容器に収納する。使用

済燃料輸送貯蔵兼用容器には，使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールで１８年

以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全であることを確認

した使用済燃料（８×８燃料，新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニウムライナ燃

料）を収納するとともに，使用済燃料のタイプ，燃焼度に応じた配置とする。 
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（使用済燃料の運搬） 

第３７条 

機械第三ＧＭは，発電所内において，４号炉の使用済燃料プール又は使用済燃料共用プ

ールから使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，使用済燃料プールにおいては

構内用輸送容器に収納し，使用済燃料共用プールにおいては使用済燃料乾式貯蔵容器又は

使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）使用済燃料プールにおいてはクレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プ

ールにおいては天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ，冷却期間及び配置が，容器の収納条件に適合してい

ること。 

２．機械第三ＧＭは，発電所内において，使用済燃料を収納した構内用輸送容器，使用済

燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器を運搬する場合は，次の事項を遵守

する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じるこ

と。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入

りを制限するとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のた

めに必要な監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．機械第三ＧＭは，４号炉の使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器から使用済燃料

を取り出す場合，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいて構

内用輸送容器，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器から使用済燃

料を取り出す場合，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用する。 
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附  則 

 

附則（               ） 

（施行期日） 

 第１条 

  この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（平成２６年７月９日 原規規発第 1407091 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第３８条，第３９条，第４２条の２及び第８１条については，雑固体廃棄物

焼却設備の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）及び添付２（管理対象区域図）の図面の変更は，それぞれの区

域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

第１６条の２第５項，第４０条第１項（３）及び第２項（３）の多核種除去設備につ

いては，Ａ系に適用し，多核種除去設備Ａ系の汚染水を用いた通水試験の結果を原子力

規制委員会に通知し確認を得た後，全系列に適用する。 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉及び２号炉の復水貯蔵タンク水については，各号

炉の復水貯蔵タンクの運用開始時点からそれぞれ適用する。 

３．第６１条における表６１の計装第二ＧＭが所管する使用済燃料乾式キャスク仮保管設

備のエリアモニタの数量については，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備のエリアモニタ

を規定台数設置した時点から適用することとし，規定台数を設置するまでの期間において

は，未設置のエリアモニタを除いた台数を規定台数とする。 

４．添付２（管理対象区域図）の地下水バイパス一時貯留タンク図における「汚染のおそ

れのない管理対象区域」については，それぞれの区域における区域区分の変更をもって適

用する。 

 


